
第三セクター等経営健全化方針 

 

１ 作成年月日及び作成担当部署 

 

  作成年月日  令和６年８月１５日 

  作成担当部署 磐梯町行政経営課 

 

 

２ 第三セクターの概要 

 

  法人名    磐梯清水平開発株式会社 

  代表者名   鈴木 政英 

  所在地    福島県耶麻郡磐梯町大字更科字清水平 6838番地の 68 

  設立年月日  昭和 62年 10月 28日 

  資本金    20,000千円【当該地方公共団体の出資額（出資割合） 

                      11,000千円 （55％）】 

  業務内容   不動産業（総合保養施設の開発並びに管理運営他） 

 

 

３ 経営状況、財政的なリスクの現状及びこれまでの地方公共団体の関与 

 

   当該法人は、総合保養地域整備法（リゾート法）の承認を得、リゾート開発の許認可

業務など円滑なる事業を遂行するために設立した法人であります。出資割合が示すよ

うに半数以上を町が出資しておりますが、債務補償等の責務は負っておりません。 

経営状況として、主な収入源はリゾート運営法人からの参加手数料でありますが運

営法人の収益によって金額が変動するため、震災以降スキー人口の減少と新型コロナ

ウイルス感染症の影響も相まって厳しい状況が続いてきましたが、ここにきてようや

く復調の兆しが見えてきました。 

なお、近年の当該法人経営状況は次に示します、６法人の財務状況のとおりです。 

   町の関与としましては、法人設立時より町関係者を取締役に据えたり、出資団体に対

する監査として町監査委員による助言を行っております。 

 

 

４ 抜本的改革を含む経営健全化の取組に係る検討 

 

   当該法人が進めているリゾート開発事業は、国のリゾート法第 1 号の承認を受けた

会津フレッシュリゾート構想の中核事業であり、人的物的交流拠点であるとともに、雇

用機会の創出などに寄与し、地域の観光振興の中心的存在となっております。これらの

ことから、今後の地域経済の発展や持続に必要不可欠な事業と言えます。 

また、本事業の手法は開発の全てを民間に委ねるのではなく、行政が主導権を持って

開発を進めていくという方法であり、乱開発が危惧されたリゾート開発の中において、

「磐梯方式」として注目をされてきたことからも、第三セクターとして引き続き実施し

ていくことが必要であります。 

スキー人口が減少する中において、事業の見直し、経費削減等を図り一定の成果をあ



げてきましたが、東日本大震災に伴う原発事故の風評被害と新型コロナウイルス感染

症の影響によってリゾート施設の利用者減少とともに収入も減少し、財政を逼迫する

結果となっております。そのため、リゾート施設に多くの方に足を運んでもらうため、

施設への新規投資とシステムの構築が必要不可欠となります。 

 

 

５ 抜本的改革を含む経営健全化のための具体的な対応 

 

経営健全化に向けて、支出については見直しのできるものは積極的に取り組み経費

削減に努力を重ねているため、いかに原発事故による風評被害と新型コロナウイルス

感染症の影響から脱却し、収入を増加させていくかが重要となります。具体的には、施

設への新規投資によるコンテンツ充実と官民の連携による学校、企業等の訪問やＩＣ

Ｔの活用さらには魅力あふれるイベントの開催などスキー、ゴルフ、ホテル等のリゾー

ト施設の利用促進を図り、運営法人の収益を増加させることで、当該法人の経営基盤安

定、財政的なリスク回避につなげてまいります。 

また、債務超過の要因となっているのは預かり金等が負債として計上されているた

めであり、この解消には一定程度の期間が必要であるため、引き続き第三者機関と処理

方法等について調整を進めてまいります。あわせて、町としても引き続き町監査委員に

よる監査などを実施し、経営健全化に向け取り組んでまいります。 

 

 

６ 法人の財務状況 

   

 

貸 
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表 

か
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項   目 
金 額（千円） 

３年度 ４年度 ５年度 

資産総額 2,262,781 2,262,944 2,271,419 

（うち現預金） （153,143） （161,713） （186,059） 

（うち売上債権） （48,187） （39,896） （24,026） 

（うち棚卸資産） 0 0 0 

負債総額 2,702,051 2,703,668 2,703,029 

（うち当該地方公共団体からの借入金） 0 0 0 

純資産額 －459,271 －460,724 －431,610 
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項   目 
金 額（千円） 

３年度 ４年度 ５年度 

経常収益 57,741 78,567 75,856 

経常費用 67,513 79,836 66,556 

経常損益 －9,772 －1,269 9,300 

経常外損益 185 185 185 

当期純損益 －9,957 －1,454 9,115 

 


